
　ＪＡ改革を通じ、事業直接費および事業管理費の圧縮により、事業利益を確保してきたが、その合理化効果が一巡しつ
つあり、個々のＪＡ単位での更なる合理化には限界感が生じています。
　そのため、８ＪＡ構想の総仕上げに取組むとともに、県内ＪＡグループ全体において重複した事業・機能分担を見直す
など、経営の合理化・効率化を目指します。
　また、ＪＡらしい経営スタイルを確立するとともに、ＪＡ事業のもつ総合性を発揮するための仕組みの構築、内部統制の
確立や適切な執行体制の確立により、健全経営を確立します。
　さらに、職員の活力・資質向上に向け、人を育てる職場風土の醸成や計画的な職員教育を実施するとともに、トータル人
事制度の整備・確立に取組みます。

10

協同を支えるJA経営の変革4

1． 県内ＪＡグループを通じた新たな事業運営体制の構築

 県内８ＪＡ構想の総仕上げに取組む一方、ＪＡ間、ＪＡと中央会・連合会
および中央会・連合会間といった組織を超えた新たな事業運営体制等の確
立により、一層の事業機能の発揮や合理化・効率化をめざします。

◦８ＪＡ構想の総仕上げ
◦新たな事業運営体制の構築
◦中央会・連合会の組織整備
◦ＪＡビルの耐震対策

●新たな事業運営体制に関する検討項目

●中央会・連合会の組織整備の考え方

ＪＡＪＡ ＪＡ 中央会 連合会

◦施設の共同利用の推進

◦事務処理の集中 ◦人事交流 ◦広域物流

◦県域広報の一体化
◦総合調整の構築
◦ＪＡ経営指導の一体化
◦営農指導機能の一体化

中央会
　第４次和歌山県中央会機能・体制整備計画を実践するとともに、全国域での検討を踏まえ、全中との経営
資源の活用・配分のあり方、県域を越えた広域連携による機能発揮のあり方等、組織体制の見直しを含め具
体的に検討する。

信　連
　ＪＡバンク県域推進機能や県本部機能強化、総合的な還元力の確保に努めるとともに、県内ＪＡグループ
を通じた新たな事業運営体制やＪＡの将来構想の研究・検討動向を踏まえ、具体的な組織整備の方向を見
極める。

県　農 　組合員への最大限のメリット還元とＪＡに対する効率的な補完機能をより発揮するため、県域機能の再編
と組織力の強化に取組むとともに、全農との統合を視野に、全農と検討機関を設置し、組織討議を進める。
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2． 経営理念の明確化とその実現に向けた取組み徹底

　ＪＡらしい経営スタイルを確立するため、経営理念を明確にし、組合員・役
職員で共有化するとともに、経営理念や地域特性を踏まえたビジョンの策定
と実現に向け、目標管理制度（PDCA）に耐えうる具体的な数値・行動計画を
盛り込んだ中期計画の策定・実践に取組みます。

◦経営理念の明確化と共有・定着化
◦中期計画の策定・実践

●JAらしい経営スタイルの確立に向けて

組合員・利用者満足の昂揚
組合員・利用者の変容・多様化を踏まえた対応
（次世代・女性等のＪＡ経営への参画促進）
情報開示の充実、組合員の自主的活動の尊重

経営理念の明確化
 「地域農業の振興とくらしの活動などの地域振興」を中心に、経営理念を明確化し、職場の使命感を醸成。

職員ひとりひとりへ

経営戦略
地域特性等を踏まえた「選択と集中」
「成長戦略」と「効率化戦略」
県域戦略との整合性

中期計画等
経営戦略の具体化・目標値化
目標（適正）利益の設定と確保
PDCAサイクルの徹底

経営層による明確なメッセージの伝達とコミュニケーションの強化
トップから現場までの情報の共有化

活力ある職場
部門別・個人別の目標設定と適切な人事評価制度の運営
合併前ＪＡにとらわれない人事諸制度や職場風土の統一
マイナス情報の職員公開、各部門の縄張り意識の打破

職場の
チーム力・やる気の醸成

部門横断的・
全員参加型の職場作り

変革のリーダーシップの発揮
これまでの発想・姿勢・行動を転換する自己革新の励行

使命感、信念を周囲に伝えるメッセージ、事業への献身の姿勢
信念やビジョンを貫き通す「諦めない力」
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3． 総合力の発揮を可能にする経営の確立

　利用者満足度の向上と事業伸長対策を強化するため、事業の縦割りから
脱却した総合事業の強みが発揮される仕組みを構築するとともに、組合員情
報システムの活用や総合ポイント制度の導入をすすめます。
　また、財務の健全化、内部統制の確立、適切な執行体制の確立など、健全
経営に向けた取組みをすすめます。

◦総合力発揮のための仕組みづくり
◦健全な経営の確立
◦内部統制の確立と監査機能の充実・強化
◦適切な執行体制の確立

4． 活力ある職場づくりと人材の育成

　活力ある職場づくりをめざし、職場への愛着と仕事へのプライドを高める
取組みをすすめることにより、人を育てる職場風土を醸成するとともに、高
度・専門的な人材の育成に向けた計画的な職員教育を実施します。
　また、ＪＡの経営理念・ビジョンにそった人材を育成するための「人事の基
本方針」を策定し、適切な人事諸制度の運用を行うことで、「トータル人事制
度」の整備・確立に取組みます。

◦人を育てる職場づくり
◦事業の高度化・専門化に対応した
　計画的な職員教育の実施
◦トータル人事制度の確立

組合長

専務理事

常務理事

営農・経済

常務理事

信用・共済

常務理事

総務・管理

◯健全な経営の確立
　・事業伸長対策の強化
　・労働生産性の向上
　・効率的な経営の確立
　・経済事業部門の収支改善
　・財務の健全化
　・経営管理機能の強化

活性化した職場
「実行できる職員」「やりきる職員」

（代表権を有する常勤・組織代表者）

（代表権を有する常勤・実務精通者）

（常勤・実務精通者）

◯トップマネジメント体制

●人を育てる職場づくりのすすめ方

［ ８つの要素 ］

［ ３つの前提 ］

仕事へのプライド　組織愛

適正な業績評価

愚直な継続

経営トップのパッション

見える化基本活動の徹底 地道な改善活動

燃えるミドル

ＪＡの理念　使命の理解 しつけの徹底 人間性教育

実践を通じた
理念の理解

（共通の価値観） （挨拶・報連相）

（帰属意識）

（ほめる仕組み）

（PDCA）

（熱の回路）

（熱の源泉）

（ボランティア・地域貢献・人への関心）

マインド
（自発）

活動

リーダー
シップ
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契約取引の拡大

小売店、量販店
加工・業務用業者

契約取引
小売店、量販店
加工・業務用業者

インターネット販売
ＪＡタウン等、消費者

カタログ販売
ギフト・通販業者

◦ 流通形態の変化に対応した多様な販売方式の拡充　　
◦ 組織力を活かした販売強化
◦ 安全安心で高品質な農産物の供給
◦ 消費宣伝活動の強化　　和歌山ブランドの確立

5. 販売事業

●県産農産物の売場拡大と販売力の強化
◦取引交渉力の高いパートナー市場や特約店との連携強化
◦企画力の向上など職員の養成
◦カタログ販売やインターネット通販の取組強化
◦外食・中食等の実需者への農産物供給
◦加工・業務用を目的とした販売先の開拓と商品の取扱拡大
◦エーコープ店舗やファーマーズ・マーケットなどでの県域流通の拡大
◦情報発信の迅速化と的確化
◦共販の拡大と生産販売体制の充実

●消費宣伝の強化と「和歌山ブランド」の確立
◦「ええやん！和歌山」などの商標のアピールと
　若年世代の消費拡大
◦果実や野菜の機能性をアピールした消費拡大
◦消費宣伝の財源確保を含めた県域的な仕組みづくり
◦信頼される「和歌山ブランド」の確立

●販売事業収支の改善
◦取引条件に応じた手数料の設定・確保
◦共選の利用促進による集出荷施設の収支改善
◦集出荷施設の再編統合など施設の効率運営

契約取引・直販の拡大

［ パートナー市場の考え方 ］ ［ 直販、加工・業務用への取組み ］

［ 契約のパターン ］

会
社
の
姿
勢
（
理
解
度
・
協
力
度
・
積
極
度
）

企
画
提
案
力
（
産
地
開
発
力
・
企
画
力
）

販
売
力
（
営
業
体
制
・
販
売
先
）

営
業
状
況
・
地
域
性

高

低 高

B A

D C

優良パートナー関係強化
拡販ターゲット

注意・縮小取引縮小・
停止

取引縮小・
停止

C&Dは注意しながら
取引縮小から停止への備え

取扱高・ＪＡの販売状況

A&Bは産地のパートナーとして
共に成長できる会社

パートナー
との

関係づくり

卸売
市場

産地

産地 産地

卸売市場 納入業者

産地

加工・業務用需要の拡大

【加工・業務用動向】

堅調に増加する食の
外食化比率

2005年　42.7％

中食市場規模の拡大
2007年約6.5兆円
（1997年比15％増）

拡大する加工・業務向け
輸入品の割合

2005年32％（2000年12％）

外食・中食・小売 外食・中食・小売 外食・中食・小売

農家所得の向上
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マスタープランの実践
経済事業改革の総括

◦ 本県独自の「新たな生産コスト低減運動」の着実な実践
◦ 需要の結集による価格交渉力・事業競争力の強化　   ＪＡグループの事業伸長
◦ 営農経済渉外等出向く体制の構築　　多様な担い手への対応強化
◦ 組合員ニーズに対応した商品やサービスの提供と環境対応商品の普及
　 　　組合員の安全で快適な生活支援・地域社会の環境保全への貢献

6. 購買事業

●生産コストの低減
◦低コスト・省力化資材の普及と園芸除草剤の大型規格の取扱拡大
◦段ボールケースの茶箱化と低コスト原紙への切り替え・規格の集約
◦省力化機械の実演・試乗会の開催による普及拡大

●多様な担い手への対応強化
◦営農経済渉外制度等の体制の充実による担い手への接点強化
◦地域の流通実態に即した弾力的な価格対応等による大口農家等の利用促進
◦農機レンタル事業や作業受託など多様なニーズへの対応
◦ファーマーズマーケットの出荷者等を対象に
　小型ハウスなど用途に適した資材の提供

●組合員の生活志向に沿った取組み強化
◦｢安全・安心｣、｢健康｣、｢エコ｣に対応した生活資材の提案・普及
◦ＪＡガス事業の機能拡充
◦｢安全・安心・信頼・楽しさ｣を提供する店舗づくり
◦県産精米の消費拡大

●環境保全への貢献
◦健康な土作りと安全防除の促進
◦肥料・農薬の空容器、不要農薬の適正処理の促進
◦新資材や鮮度保持資材の取扱拡大
◦環境対応商品の普及
◦レジ袋の有料化等環境保全に向けたさらなる取組み強化

●収支改善と競争力強化
◦物流コスト低減と配送サービスの向上に向けた広域物流の実現
◦農機事業：事業収支の黒字化と農機台帳等の整備による推進力強化
◦店舗事業：経営の健全化・強化、｢安全・安心｣な店舗づくり
◦S S 事業：サービス強化と運営・収支改善

［ 茎葉処理園芸除草剤に占める大型規格率の目標 ］ ［ 段ボールケースの茶箱化率と低コスト原紙採用率の目標 ］

60％

70％

50％
H21 H22 H23 H24

80％

64%

67%

70% 70%

大型規格率

農薬年度

0 20 40 60 80 100
（％）

H21

H24

H23

H22

■茶箱化　■AKライナー　■AS中芯

健康 信頼

安全
安心

エコ
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■ ■ ■

7. 信用事業

●信用事業の取組み強化
　ＪＡバンクの総力を結集して、農業担い手に対する支援、相談体制の充実ならびに世代別戦略による相談・提案型推
進の実践によりＪＡバンク事業基盤の拡充をはかるとともに、信頼性・健全性向上を目的とした経営管理体制の強化に
より、利用者満足度向上を目指した地域メインバンクとしての機能発揮に取組みます。

（1）ＪＡバンク事業基盤の拡充

①担い手金融リーダーを中心とした営農・経済部門との連携強化に
よる、担い手の情報共有化および相談機能の充実・強化による資
金ニーズ等への的確な対応
②行政等関係団体との連携による新規就農支援

1 多様な担い手への金融強化

①相談・提案型推進実現に向けたＪＡ相談体制プロジェクト（TA）を
中心とした渉外・窓口担当者の育成

②信用管理者による目標実績管理の強化
3
提案型推進実践に向けた
体制強化

①定積の対面機能を活用した定例訪問による情報収集活動に基づく、
各世代のライフプランに応じた提案型推進の実践（各種ローン・Ｊ
Ａカード・年金等）

②小口ローン推進をきっかけとした若年層取引の開拓
③一体型カード（ＪＡカード）を中心としたICキャッシュカード化の推進
④ローン・年金等無料相談会、各種セミナーの積極開催による組合
員等地域住民へのサービス向上

2

（2）経営管理体制の強化

①ALM（資産・負債総合管理）体制およびリスク管理体制確立による
PDCAサイクルに基づく管理強化1 中長期的な収支安定化

①コンプライアンス態勢強化による不祥事未然防止の徹底
②内部けん制機能強化に向けた全国統一事務手続・各種規定・シス
テムの導入

3 コンプライアンス態勢強化

①継続的な個別債権の管理・回収の取組みによる財務の健全性維
持・向上

　当面の目標、23年3月末県内不良債権比率3.0％必達
2 財務の健全性維持・向上

PDCAリサイクル

P
D

C

A

計画策定
事業実践

実績確認
対応策立案・
実施

世代別推進戦略の実践
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8. 共済事業

●共済事業の取組み強化
　組合員・利用者および地域住民とのあらゆる接点を再整備し、事業基盤の維持・拡大をはかるとともに、最良の保障・サービス
提供を永続的に実施するための組織・経営の変革と組織の活性化をはかります。

人とのつながりの強化を通じた事業基盤の維持・拡大

①3Q訪問活動〔全戸（個）訪問活動〕の全ＪＡ定着
　・3Q訪問活動の定着をはかり、年１回は全契約者への訪問
　・加入内容の説明徹底による保障拡充・追加加入提案を実践
②組合員・利用者対応力の強化
　・LAを中心とした推進体制の構築および知識・スキルのレベルアップ
　・窓口での円滑な契約締結とグレードアップ中心の自動車共済の提案力強化
③「ひと・いえ・くるま」のニーズに応じた保障提供の実現

普及推進にかかる
取組み

① 契約者サービス・品質の向上
　・各種申請書類や請求手続きの簡便化等を通じた契約者の利便性の向上
　・ITの効果的活用や端末機等の環境整備
　・事故受付・初期対応や契約者サービスのさらなる向上

事務・保全にかかる
取組み

多様なニーズに対応する保障提供機能とＪＡ共済事業実施体制の強化

① 生存保障ニーズに応えて医療保障仕組みの保障拡充
② 高齢化に伴うニーズ変化に対応した高齢化対策仕組み等の開発
③ ニューパートナーの拡充に対応した仕組みの開発

仕組み・サービスにかかる
取組み

① 業務ごとの機能を確実に発揮するための体制構築
② 万全な引受、契約保全、支払体制の構築

ＪＡにおける
共済事業実施体制の

整備・強化

さらなる事業基盤の維持･拡大に向けた新たな事業展開

① ITを活用した情報･サービスの提供等の実施にかかる基盤整備
② 集客型チャネルの確立等利用者対応力の強化
③ 農地法改正等を踏まえた新たな農業･食料関連リスクに対する保障提供
④ 信用事業や共栄火災等との連携強化

① 保険法への的確な対応
② コンプライアンス態勢の強化

信頼性の向上と
コンプライアンス態勢の強化

地域貢献活動の展開



組合員台帳・渉外
支援システム

青色申告
支援システム

農業経営管理
支援システム

営農
支援システム

統合ポイント制
システム

名寄せ（名寄せ総合データベースシステム）

オプションシステム県内共通システム
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9. 情報システム対策の強化

安全で低コストな
システム基盤

ＪＡ経営管理の
高度化

組織・事業基盤の
強化

組合員加入メリット
地域社会への貢献

●組合員情報システムの全体イメージ

総合データベース

信用
システム

共済
システム

購買
システム

販売
システム

出資金
システム その他 定性情報

　組合員・利用者情報管理の徹底や総合ポイント制度導入による組合員加
入メリットの明確化等組合員情報システムの効果的な運用や有効活用によ
り組織・事業基盤の拡充に取組むとともに、各事業システムの効率的な運用
により、事業・経営管理機能の強化や事務処理の軽減等合理化・効率化をは
かるなど、情報システム対策の強化に取組み、「ＪＡグループ和歌山情報シ
ステム基本構想（平成22年度～24年度）」を着実に実践します。

◦組織・事業基盤の強化にかかる
　情報システムの活用
◦ＪＡ経営管理の高度化に向けた
　情報システム対策
◦安全で低コストなシステム基盤の実現


